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新島村と調布市と多摩地域とRESAS（リーサス）
多摩信用金庫  価値創造事業部  部長　長　島　　　剛

　５月末にプライベートで新島に行きました。
昨年に続き２度目の新島村。人とのふれあいが
魅力的な島。白砂の浜辺と紺碧の海を眺めなが
らこの寄稿文を書いています。

▲羽伏浦（新島）　：新島村ホームページから引用

１．新島村をリーサスる？
　新島村をリーサスる（※国の提供する地域経
済情報システムRESASを駆使してデータを分
析することを私はこう呼びます）と、 2010年時
点で2,883人だった人口は、2040年には1,793人
となる見込みです。人口減少はものすごい勢い
です。その間の高齢化率は、34％→43％と増加
します。同期間の多摩地域の高齢化率は、21％
→35％ですから、これから超高齢社会に突入す
る多摩地域に対し、新島村はすでに超高齢化し
ている状況にあると言えます。 
　次に事業所数をみると、2009年は293あった
のが、2012年には256と13％の減少となってい
ます。この間の創業比率は年0.29％で、これは
１年間の内に新しい事業所が１つできるかでき
ないかというくらい。新島村では、創業はビッ
グニュースなのです。新島村での創業支援や企
業誘致は非常に重要であり、結果が出たときの

喜びはかなり大きなものとなることは言うまで
もありません。今後人口減少と高齢化が進んで
いくと、新島村の産業はどうなってしまうのか
気懸かりです。 
　また滞在人口月別推移をみると、７月のピー
ク時には滞在人口が7,000人近くになることが
わかります。しかし８月になるとガクッと落ち
ています。オフシーズンの来島者をどのように
確保していくかが知恵の絞りどころです。デー
タの母数が少ないため慎重な解釈とさらなる調
査が必要ですが、RESASのデータを呼び水に
今後議論が進めばいいと思います。 
　他にも、調布飛行場と新島村が空路で結ばれ
ているので、どのような影響があるのか調べて
みましたが、こちらはリーサスっても出てきま
せんでした。関係機関に問い合わせてみたので
すが、丁度いい資料やデータはありませんでし
た。ただ、村民の方が府中市や小金井市の病院
に入院していたといった話も何度か聞きました
ので、多摩地域との関わりは少なくないようです。

◀新島飛行場

▶空から見る
調布駅周辺

　旅の最後に入ったお寿司屋さんでは、「あな
た達、調布市のひと？」と聞かれてビックリ。
メディアで取り上げられることも増えた調布市
との関係。最後に紹介しますが、人と人とを結
ぶきっかけがあると、ハードルと思われた「距
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離」も一気に近くなるのですね。では、まず、
そのRESASと多摩地域の自治体の関わりから
お話を進めていきます。

２．RESASと多摩地域の自治体
　RESASとは、地方創生の実現に向けて、都
道府県や自治体が客観的データに基づき、自ら
の地域の現状と課題を把握し、その特性に即し
た地域課題を抽出して地方版総合戦略を立案す
るための「地域情報分析システム」です。すで
に今年４月21日にリリースされ、ほとんどの内
容が、一般市民でも見ることができます。（参考：
https://resas.go.jp/）未だの方はぜひこれを機
会にご覧になってみてください。自宅のパソコ
ンでも簡単に閲覧できます。
　ところで、当金庫は多摩地域を主な営業エリ
アとする地域金融機関です。自治体とも深く関
わっており、金融取引はもちろんのこと、現在、
多摩市・調布市・日野市・瑞穂町・昭島市・立
川市・西東京市・武蔵野市の８つの市町と連携
協定を結んでいます。産業振興や創業支援等、
協定の内容は多岐にわたりますが、戦略作りや
企業訪問等具体的かつ積極的な連携をさせてい
ただいています。
　そして地方創生の点では、今年の１月中旬頃
から連携協定先を中心に情報交換のご依頼が増
えてきました。訪問してお話を伺いながら、東
京都の特に多摩地域の自治体には情報があまり
伝わっていないということが分かってきまし
た。もともと地方創生は、東京の一極集中を是
正するためということもあり、東京都としては
動きにくいといった特殊事情があるのは仕方が
ないことだと思います。
　ただし、私たちの地域は多摩地域。このまま
ではまずいと思い、関東経済産業局に協力をお
願いして私ども主催の勉強会を今年２月３日に
開催しました。信用金庫が市役所の皆さまに
お集まりいただきセミナーを開催するという、
ちょっと変わった勉強会となりましたが、結果
的に企画調整部門や産業振興部門の皆さま、19
市、43名の方にご参加いただきました。関東経

済産業局の方に「地方創生」の現状を説明して
いただいたあと、プレミアム商品券や先行型の
施策について、参加者の意見交換を行いました。
もともと法律の施行から時間がなかったことも
あり、Wi-Fiや子ども用の遊具設置等、ハード
事業や、直接産業振興につながらないようなも
のに予算を使うことが決定している自治体が多
かったようです。折角の予算なので一緒にじっ
くりと活用について検討したかったと思いました。
　この勉強会をきっかけとして、多摩地域の自
治体向けにさらに情報を提供する必要があると
感じ、内閣府や情報提供企業等へ訪問し情報収
集を行いました。また、近県の自治体にも伺った
ところ、危機感が強く、積極性もかなり高く、多
摩地域の自治体との温度差が気になってきました。
　このままでは多摩の自治体がピンチになる！！

３．RESASの活用へ
　私は都心で行われたあるセミナーではじめて
RESASと出会いました。NHKスペシャルでは
見ていたので、ビッグデータの活用ですごいこ
とが起きていて、また今後の期待が高いことは
理解していました。「被災地で一番最初に売れ
たのは子ども用のゲームソフトだった」という
現場でしかわからないような情報が、ビッグ
データを活用するとわかってしまう。Amazon
等のネット企業のデータ活用術とも重なってき
ます。すぐさま、自治体でこの事実をどこまで
周知されているかを確認したところ、これまた
びっくり。RESASの存在すらご存じない職員
がたくさんいらっしゃいました。
　これまた多摩の自治体がまずい！！
　
　このようにしてヒアリングと情報提供を同時
に行いながら、今年５月１日に「まち・ひと・
しごと創生総合戦略自治体向け勉強会」を開催
しました。今回の勉強会は帝国データバンクの
RESAS責任者にお越しいただいて具体的なお
話をいただくとともに、当金庫の地域経済研究
所からは「多摩地域経済の現状と将来の姿」に
ついて話しました。また、自治体間の情報交換
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は、「地域戦略策定の進捗状況」をテーマに行
いました。
　また、RESASを見ることはできても、それ
を施策に活用するのはどうすればいいかがわか
らない、といった声にお応えして、５回連続講
座「TAMA地方創生スクール」を今年５月27
日にスタートしました。緊急対応であったため、
経費を参加自治体で負担し合うようなイレギュ
ラーな形であったにも関わらず、６市に参加を
いただきました。

４．広域連携と自治体支援が必要
　地方創生にこれまで関与して感じたことを整
理したところ、ポイントは２つ。まず１つは、

「広域連携の必要性」です。政令指定都市等人
口規模が大きな自治体の動きと、多摩の自治体
を比べると圧倒的にスピードや内容が異なりま
す。特に産業振興への力の入れ具合が違います。
また、地方の自治体の危機感は半端ではなく、
特に観光に依存していることもあり、１市だけ
ではどうすることもできない現状の共有が進ん
でいます。また、子育て支援策等についても、
近隣自治体で同様の施策を行っている例も少な
くありません。であれば合理的に広域連携を行
うことはひとつのポイントだと思います。その
ための説明にこのRESAS等を活用することで、
当初は分野別や施策ごとにでも連携することが
できるのではないかと感じています。
　もう１つは、自治体を応援する志の高い機関
が必要だと思います。そこから、PDCAやKPI
等これまでに自治体にはなかった考え方？もた
くさん出てきます。やはり地域のことを “自分
事” として一緒に歩んでいく機関が必要です。
もちろん、私どももその重要なひとつであると
認識しています。他にも「産学官金労言」とい
われる、地域産業や商工団体、大学や高専、地
域メディアやNPO、そして市民との協働も大
切です。それぞれの機関が形式的ではなく、ざっ
くばらんに膝を交えた議論を行い、初めてのこ
とも多い中、失敗を恐れずJUST　DO　IT！
で動いていくことが必要だと思います。

５．多摩地域は都会か？地方か？
　地方創生は「都会から地方へ」ということが
合言葉になっています。では、多摩地域はその
どちらでしょうか？多摩地域は23区の西側にあ
る地域です。もちろん東京都の一部ですが、立
川から都心に行くときに、「東京に行って来る」
といって出かける人もたくさんいます。自分も
東京都に住んでいるのに「東京に行って来る」
はよく考えるとおかしな話です。東京都内にあ
る、地方が多摩地域なのです。それを「郊外」
と呼ぶのかもしれません。
　人口減少の波が西多摩のほうから押し寄せて
きています。また、多摩ニュータウンをはじめ
未曾有の高齢者増が迫ってきます。企業数が減
少し、まちがどんどん変わっていく…。まさし
く地方創生が必要なのは多摩地域なのではない
でしょうか。都市と地方に２つに分けるのでは
なく、その間にある「郊外」といったところも
考えていかないといけません。

６．地域や企業のつなぎ合わせ
　地方創生のときに、「地域中核企業」という
概念がでてきます。まち・ひと・しごと創生本
部の資料によると、地域中核企業は以下の３類
型が考えられるようです。
①コネクターハブ企業
　地域の中で取引が集中しており、地域外とも
取引を行っている企業をいう。その中でも、特
に地域経済への貢献が高い企業、具体的には、
地域からより多くの仕入を行い、地域外に販売
している企業をいう。
②雇用貢献型企業
　雇用創出・維持を通じて、地域経済に貢献し
ている企業をいう。自社のみならず、仕入先や
販売先等の雇用への貢献度も勘案できる。
③利益貢献型企業
　利益及び納税を通じて、地域経済に貢献して
いる企業をいう。自社のみならず、仕入先や販
売先等の利益・取引への貢献度も勘案できる、
とあります。
　多摩地域の地域中核企業はどの企業なので
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しょうか？大企業の研究所やニッチトップ企業
は多数あるのが特徴かと思いますが、コネク
ターハブ企業がどのくらいあるのでしょうか？
雇用貢献型企業や利益貢献型企業は地方のそれ
らとどの様に違うのでしょうか？これからの
RESAS等の活用が待たれます。

７．島しょも多摩も魅力いっぱい！！
　話をまた新島村と調布市に戻します。今回新
島村にご一緒したのは、一般社団法人調布アイ
ランドの代表の丸田氏です。皆さんは調布アイ
ランドをご存知でしょうか？最近マスコミでも
よく取り上げられています。調布飛行場を有す
ることを市の地域資源と捉え、新島をはじめと
する離島から、新鮮な魚介類や島野菜そして、
島焼酎等の加工品を飛行機で運び、調布市内の
加盟飲食店を中心に流通させている一般社団法
人です。この法人は、調布市在住の丸田氏が旅
行会社を定年退職された後、セカンドライフと
して地元調布で立ち上げました。島と調布市の
両方が活性化している点で非常に興味深い取組
みです。彼のアイデアと行動力が、新島村にも
新しい息吹を吹き込んでいます。新島村の漁師
や農家の皆さんが輝いていました。また、調布
市では新鮮でおいしい魚がどこよりも早く食べ
られます。そのおかげか、わざわざ京王線に乗っ
て調布市までランチを食べに行くという人が増
えてきています。まさに新島村と調布市という
飛び地での広域連携です。こういったつなぎ合
わせを自治体や私ども信用金庫はもちろん、丸
田氏をはじめとする市民とも協働して行ってい
くことが求められています。

　流人の島、サーフィン、モヤイ像、くさやと
いったイメージだけだった新島村は、定置網漁
船の漁師さんやアメリカ芋の農家さんとその芋
で焼酎を作る経営者、島の歴史や自然をしっか
り語る若き学芸員や獲りたての魚をさばいてく
れた宿のオーナー、くさや汁に浸ける女性たち、
ガラスアートのスタッフ…。

◀定置網で獲れた魚

▶新島名物くさや

　このつながりがなければ出会わなかった人々
との素敵なふれあいに溢れる島でした。
　なんといっても調布飛行場まで147㎞、35分
のフライト。一瞬で着いちゃいます。美味しい
お魚と素敵な人に出会える新島村。超おすすめ
です！！今年の夏は東京のリゾート伊豆諸島にぜ
ひ！！そして素敵な調布市を始めとする多摩地域
にもぜひ！！あなたのアクションが、RESASに
反映されるかもしれませんね！？

◀新島でみる夕日

▶島の皆さんとの
ふれあい
（前列中央が筆者）

▲調布アイランドホームページ
　　　　：調布アイランドホームページから引用
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公益財団法人　東京市町村自治調査会　平成26年度事業報告

　去る５月25日、東京自治会館で当調査会の定時評議員会を開催し、平成26年度の事業報告及び収支決
算報告が承認されましたので、その主な内容を簡単に紹介します。

【事業報告】
１．調査研究事業

①市町村の広域的・共通的課題についての調査研究　　※詳細は７ページ以降に掲載
②職員の身近な疑問等に関する調査
　•「かゆいところに手が届く！－多摩・島しょ自治体お役立ち情報－」
　　※過去の本紙（vol.４〜vol.６）に掲載
③毎年度実施の調査
　•多摩地域データブック2014（平成26）年版
　•多摩地域ごみ実態調査（平成25年度統計）
　•市町村財政力分析指標（平成16年度から平成25年度まで）
　•市町村税政参考資料（平成16年度から平成25年度まで）

※平成17～26年度の報告書は、当調査会ホームページ（http://www.tama-100.or.jp/）にて閲覧・
ダウンロードすることができます（一部の報告書を除く）。

２．共同事業
①多摩・島しょ広域連携活動助成事業
②多摩・島しょスポーツ振興事業助成事業
③オール東京62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」
　•普及・啓発物品の作成・配布　　　　　•みどり東京フォトコンテスト
　•温室効果ガスの排出量の算定・公表　　•エコプロダクツ2014への出典　等
④協賛事業「愛らんどリーグ（サッカー大会）及び東京愛らんどフェア（島じまん）」

３．普及啓発事業
①出張フォーラム実施（調査研究結果の市町村への還元）
②シンポジウム「多摩地域の空き家を考える～空き家って？どうなる？どうする？〜」開催
③情報提供誌「ニュース・レター」発行
④機関紙「ぐるり39」発行

４．広域的市民活動への支援（多摩交流センター事業）
①交流の場の提供　　　　　　　　　　　　  　②広域的な市民ネットワーク活動等への助成
③生涯学習講座開催（TAMA市民塾との共催）  ④多摩地域に関する情報の発信
⑤多摩交流センター開設20周年記念事業の開催　等

資産の部 負債・正味財産の部
流動資産	 １３１，９０１千円
固定資産	 ４，５８１，００２千円

負債の部	 ４１，５５３千円
指定正味財産	 ３，７９０，０００千円
一般正味財産	 ８８１，３５１千円

合計	 ４，７１２，９０４千円 合計	 ４，７１２，９０４千円

【収支決算】（貸借対照表）

※各数値を四捨五入しているため、表内の数値の合算と合計が一致しないことがある。
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（１）背景・目的
　高度経済成長期からバブル期にかけて多く建設された公共施設の老朽
化に伴う更新は、各自治体にとって大きな課題となっています。
　本調査研究は、多摩・島しょ地域における公共施設マネジメントに関す
る現状と課題を整理し、市町村の今後取り組むべき方向性を示すことを目
的として実施しました。

※本調査研究では、市町村でマネジメント可能な建築物（道路等の必須インフラを除く、
「箱モノ」）を対象としました。

（２）多摩・島しょ地域の公共施設マネジメントの現状
① 多摩・島しょ地域市町村の取組状況
　•公共施設白書等を「策定済み」は約４割
　•基本方針（基本的な考え方）を「策定済み」は約２割
② 施設利用者と住民全体の公共施設に対する意識の比較
　•施設利用者の「施設を増やすべき」は約８割
　•住民全体での「施設は財政が厳しければ減らすべき」は約８割
　　（ただし、統廃合等に係る行政からの情報提供は約９割が希望）

　
（３）公共施設マネジメントの方向性

　市町村における公共施設マネジメントの「入口戦略」と「出口戦略」における各課題を、「体制面」
「仕組み面」「手法面」「合意形成面」の４つに分け、11の解決の方向性を示しました。
　特に「住民との合意形成」では、行政が（施設利用者に限らず）住民全体と認識を共有し、責任を
持って方針や計画を決定する重要性を強調しました。

12〜15ページに
本報告書の解説
があります。

市町村の公共施設の運営に関する調査研究報告書

平成26年度 調査研究報告書の紹介

体制面の課題
①マネジメント専任組織がない 
②庁内人材が確保できない

仕組み面の課題
①施設情報を活用する仕組みがない 
②マネジメント計画がない

手法面の課題
①財源確保手段の検討が進んでいない
②多様なニーズに応える公民連携手法の検討が進んでいない
③公共施設の有効活用策の検討が十分でない 

合意形成面の課題
①情報提供・コミュニケーションが十分でない 
②マネジメントの将来ビジョンが明確でない

（２）庁内人材の強化

（３）データ管理の仕組みづくり 
（４）計画的なマネジメント 

（５）施設使用料の適正化
（６）維持管理・保全の最適化
（７）PPPの活用
（８）施設の複合化
（９）施設利用等の広域化

（10）住民との合意形成の充実
（11）将来ビジョンの明確化

【マネジメントの課題】 【方向性の柱】
入
口
戦
略

出
口
戦
略

（１）マネジメント組織の整備
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自転車とまちづくりに関する調査研究報告書

（１）背景・目的
　自転車は、全国で約7,000万台が保有されており、環境・観光・健康な
ど様々な分野でまちづくりへの活用の可能性がある一方、安全利用との両
立が課題となっています。
　本調査研究は、多摩・島しょ地域における自転車利用状況や先進事例を
調査し、今後の「自転車を活かしたまちづくり」のあり方や方法論を示す
ことを目的として実施しました。

（２）多摩・島しょ地域における自転車の利用状況と今後の見通し
•多摩地域は平坦な土地で走行しやすく、東京圏のなかでも比較的活発な利用状況
•多摩・島しょ地域住民の半数近くが「週１回以上」自転車を利用
•少子高齢化で利用者数は今後「通勤・通学」が減少し「高齢者の買い物」が増加

（３）自転車とまちづくりの展開方法
① 自転車とまちづくりの留意点

　先進事例をもとに、「走行
空間」「政策分野」「推進体制」
の３つの視点から、10点の自
転車とまちづくりの留意点を
整理しました。
　また、市町村が事業を計画
する際に、各留意点を初動期
から取組拡大期までの時間軸
上で整理するためのモデルを
提示しました。

② 多摩・島しょ地域における「自転車とまちづくり」の３つの提言
ア「にぎわいづくり」×「買い物自転車の適正利用」
　•商業施設の至近への駐輪場整備を社会実験として実施
　•交通安全講習の受講者への駐輪場の優先利用権付与など複数の政策面から実施
イ「地域コミュニティの醸成」×「子ども・高齢者の事故削減」
　•学区道路の危険個所点検のワークショップを交通安全講習に先立ち実施
　•事故数減などの有効性が認識された段階で、通行環境整備などを計画的に実施
ウ「インバウンド観光による産業振興」×「広域での通行空間整備促進」
　•ガイドによるサイクリングツアーなどを官民連携で実施し利用者の評価を調査
　•インバウンド観光向けに、ルートを明示するサインを統一化・ネットワーク化

【自転車とまちづくりの留意点】

※各実施段階へのプロットは例示

A 走行空間

B 政策分野

C 推進体制

A１ スポットで試行
A２ 客観的事実の把握・活用

A３ 段階的なネットワーク化

B１ 目的を絞る
B２ 分野連携を意識

B３ 計画期からの住民参加

C１ 警察や道路管理者との目的共有
C２ 「促進策」と「抑制策」の所掌を分ける

C３ 官民実行組織設立と継続的情報発信

C４ 政策立案に注力できる体制づくり

初動期 計画検討・
策定期 事業実施期 取組拡大期
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ご当地キャラクターの活用に関する調査研究報告書

（１）背景・目的
　現在、多くの自治体や民間企業がご当地キャラクター（ゆるキャラ、ご
当地ヒーロー等）を活用していますが、全国的な知名度アップや地域活性
化に結びついていない場合や、著作権等をめぐり訴訟問題に発展した事例
が存在します。
　本調査研究は、全国のご当地キャラクターの制作目的、活用状況、課題
等を調査し、今後の多摩・島しょ地域におけるご当地キャラクター活用の
方向性を示すことを目的として実施しました。

（２）ご当地キャラクターの現状と課題
•全国の市区町村の約８割に、公営または民営のキャラクターが存在
•新規作成を予定する自治体は全体の１割程度で、今後は運用に重点が置かれる
•全国の住民の約７割が、行政によるご当地キャラクターの活用に賛成傾向
　（ただし、「行政がご当地キャラクターをうまく活用できていない」も５割以上）

（３）ご当地キャラクターの運用に関するマーケティングとマネジメント
① マーケティングとマネジメントのあり方

　AIDMAなどマーケティング
のモデルを活用し、市町村が目
標や取組内容を設定し、キャラ
クターを有効活用するための手
法を提示しました。
　その際、認知度の向上等には
広範囲への経費投入等が必要で
ある（右図参照）ことや、知的
財産の管理等のマネジメントに
一定のポイントが存在すること
を示しました。

② 多摩・島しょ地域におけるご当地キャラクターの方向性
ア　住民の郷土愛の醸成

•他地域で知られるよう運用し、結果的に地元住民の認知度や郷土愛を醸成
•住民参加意識の高さを活かして、着ぐるみの貸出しや活動アイデアを収集

イ　都市ブランディングへのキャラクター活用
•各市町村がイベントでのPR等で相互協力し、ノウハウ等を共有
•新規制作を行わず既存の民営キャラクターを公認する方法も選択肢

【AIDMAモデル（観光振興の例）】

取　組

住民アンケート
での傾向

回答者全
1,500人
※％は全回答者
　に対する割合

●キャラクター
が全国のイベ
ントに出演す
る
●マスメディア
を通じて認知
を得る

ご当地キャラク
ターをきっかけ
に地域について
知った人の割合
数値：1,166
％ ：77.7％

●ＳＮＳなどで
地域外の人と
コミュニケー
ション
●イベントなど
で実際にふれ
合う
●マスメディア
で話題を作る

ご当地キャラク
ターの出身地域
に興味を持った
人の割合
数値：460
％ ：30.7％

●都外のイベントな
どでグッズを販売
する。一方 で、市
町村内や都内だけ
で販売するグッズも
作る
●ファンや販売店か
らの意見を取り入れ
てグッズを作成する

ご当地キャラク
ターグッズに興
味を持った人の
割合
数値：237
％ ：15.8％

●全国で販売さ
れている商品
に地域の紹介
をつける
●観光情報を
キャラクター
が解説

ご当地キャラク
ターの出身地域
に行きたくなっ
た人の割合
数値：145
％ ：9.7％

●地域内でグッ
ズが買える場
所がある
●キャラクター
とふれあえる
イベントがあ
る

イベントへの参
加や、ご当地を
訪問したことが
ある人の割合
数値：112
％ ：7.5％

Attention
（知る）

Interest
（興味を持つ）

Desire
（ほしくなる）

Motive
(Memory)

（行動を促す）
Action

（行動・活動する）
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島しょ地域における自治体の定住促進に関する調査研究報告書

（１）背景・目的
　東京島しょ地域の人口は平成17年をピークに減少を続け、また少子高齢
化が全国平均を上回る速度で進展しており、定住促進策が必要な状況と
なっています。
　本調査研究は、全国の過疎地域や島しょ部など類似自治体における支援
策や課題などについて調査し、今後の島しょ地域における定住促進策の考
え方を示すことを目的として実施しました。

（２）島しょ地域の定住促進に関する現状と課題
•全国の類似自治体の約７割が既に定住促進策を実施（東京島しょ地域は約半数）
•継続的な居住を希望する自治体は約９割、移住希望者は約３割でギャップが発生
•東京島しょ地域への来島者の約５割が島暮らしを考えたことがある

（３）東京島しょ地域における移住（定住）促進の可能性
　短中期や一時的な居住を含めて「定住」の定義を広くとらえたうえで、東京島しょ地域の町村が定
住促進策を実施する際の施策モデルを、ターゲット別に３パターン提示しました。（「◎」は特に優先
すべき施策を、取り組みの（中）、（小）などは実施時の負担の大きさを示す）
①「単身若者」×「短中期の滞在」を対象とした施策モデル

分　野 
ライフステージ 居住継続性

ハードルの詳細 取り組み 単
身
フ
ァ
ミ
リ
ー

リ
タ
イ
ア

短
中
期

一
時
的
継
続

居住・生活 ◎ ◯ ◯ ⃝単身者向け住宅の整備
⃝結婚・出産支援の整備

⃝既存住宅をシェアハウスとして利用（中）
⃝継続的居住に向けた婚活支援（小）

就労・雇用 ◎ ◯ ◯ ◯ ◯ ⃝若手を育成する環境の整備 ⃝新規就農（漁業）支援・ワーキングホリデーの実施（中）
⃝若者の志向に合わせた求人情報等の提供（小）

②「ファミリー層」×「一時的な移住」を対象とした施策モデル

分　野 
ライフステージ 居住継続性

ハードルの詳細 取り組み 単
身
フ
ァ
ミ
リ
ー

リ
タ
イ
ア

短
中
期

一
時
的
継
続

居住・生活 ◯ ◎ ◯ ◯ ◯ ◯ ⃝賃貸可能な物件情報の不足 ⃝借りられる物件情報の提供（中）
就労・雇用 ◯ ◎ ◯ ◯ ◯ ⃝収入の安定性の確保 ⃝収入が確保できるインターン事業（中）
教育・文化 ◎ ◯ ◯ ⃝島の教育事情への不安 ⃝島ならではの教育環境の整備（小）
医療・福祉 ◎ ◎ ◯ ◯ ◯ ⃝島の医療体制への不安 ⃝子どもの医療体制についての情報提供（小） 

③「リタイア層」×「継続的な居住」を対象とした施策モデル

分野 
ライフステージ 居住継続性

ハードルの詳細 取り組み 単
身
フ
ァ
ミ
リ
ー

リ
タ
イ
ア

短
中
期

一
時
的
継
続

居住・生活 
◯ ◯ ◎ ◎ ⃝島暮らしへの適応 ⃝島のならわしや風習についての情報提供（小） 

◎ ◎ ⃝余暇時間の有効活用 ⃝余暇時間を過ごす場の提供（中） 
◯ ◎ ◎ ◎ ⃝生活コストへの不安 ⃝生活費の試算を提供（小） 

医療・福祉 ◯ ◎ ◎ ◯ ◯ ◯ ⃝島の医療体制への不安 ⃝離島医療に関する情報提供（小）
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多摩・島しょ地域における火葬場の需給及び運営に関する調査研究報告書

（１）背景・目的
　日本における火葬の割合は99.9％と世界で最も高い率です。現在、多摩・
島しょ地域には17の火葬場が存在しますが、今後、団塊の世代の方々が平
均寿命に達するころには、多くの自治体で火葬場の不足が予測されます。
　本調査研究は、多摩・島しょ地域や近隣地域の火葬場の現況などを調査
し、将来の火葬場の需給予測を行い、火葬場の効果的な運営方法の考え方
を示すことを目的として実施しました。

（２）火葬場の現状と課題
•多摩地域は火葬場を所有していない自治体も多く、民営火葬場への依存度が高い
•多摩地域では2035年頃に死亡者数がピークを迎え、現在の1.5～2.0倍となる
•火葬場の建設には住民の合意形成を含め長い期間が必要だが、用地確保が課題
•災害時には火葬場や遺体安置場所の不足に加え、広域火葬が機能するか不透明

（３）多摩・島しょ地域の火葬場のありかた
① 死亡者数増加への対応

　死亡者数の増加に
対応するためには、
火葬炉数を増やして
回転数を上げる必要
があります。
　しかし、火葬場は「告別」「見送り」「拾骨」などの葬送行為により、遺族が亡くなった方とお別
れをする場所である（単なる焼却施設ではない）ことに配慮が必要です。
　本調査研究では、各市町村の住民が利用すると想定される火葬場ごとに、将来必要な火葬炉数（回
転数のパターン別）を算出しました。また、各市町村が整備目標をたてることができるよう、回転
数別の運営状況のシミュレーションと留意点を示しました。

② 災害時の対応
ア  各火葬場における災害時運営体制の検討
　 •遺体安置場所の確保及び搬送方法の検討
　 •火葬炉の回転数が高い状態が続くため、メーカーのバックアップ体制の構築
イ  周辺自治体との連携の検討
　 •火葬場の適正規模での分散配置
　 •相互協力の協定の締結

【例：火葬炉３基×２回転の場合の運営状況】
火葬
炉
炉前
ホール

告別 火葬 火葬拾骨 準備 告別冷却 冷却 片付拾骨
④①

⑤②

⑥③

9：00 9：30 10：00 10：30 11：30 12：00 12：30 13：00 13：30 14：00 14：30 15：00 15：30 16：00 16：30 17：00

1

12

3

8：30

告別 火葬 火葬拾骨 準備 告別冷却 冷却 片付拾骨

告別 火葬 火葬拾骨 準備 告別冷却 冷却 片付拾骨

１炉２回転の場合
１日６件の火葬を行う場
合は３基の火葬炉で行う
ことが可能となるが、運
営の余裕は少なくなる

11：00
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市町村の公共施設の運営に関する調査研究報告書について

平成26年度 調査研究報告書の解説

アーンスト・アンド・ヤング アドバイザリー　　 　  
マネージャー（元総務省行政評価局）　小島　卓弥

１．はじめに：調査研究報告書の意義・目的
　この度、平成26年度・東京市町村自治調査会
の調査研究の一つである「市町村の公共施設の
運営に関する調査研究報告書」（以下、「報告書」
という。）が完成した。
　公共施設改革については、PFIの導入等の調
達改革、指定管理者制度の導入等が進んだ一方
で、財政悪化や将来的な人口減少を見越した施
設総量の圧縮、旧耐震基準時代に建てられた施
設等の改築、そして少子・高齢化等社会の変化
と、それに伴い発生する多様なニーズに対応し
た公共施設のあり方について、真剣に考えなけ
ればならないタイミングを迎えており、時機を
得た報告書であるといえる。
　本報告書はそれらの課題に対して、まず第２
章において文献調査を行うと共に、多摩・島しょ
地域の実態把握のため、提供サイドの自治体へ
のヒアリング、利用サイドの住民・利用者への
アンケート調査等を実施し、重層的に実態の把
握に努めている。公共施設が抱えている課題に
関しては、程度の差こそあれすべての自治体に
とって早急に改善に努めなければならない共通
の課題である。一方で、現状の把握と課題の整
理、そして住民や施設利用者の意識把握が充分
に行われてきたとは言い難い。その意味で不足
している現状把握や課題に関する一部情報を本報
告書が補完することに意義があるといえるだろう。
　第３章においてはこれからの公共施設マネジ
メントの方向性について、個別のテーマ毎に特
徴を整理すると共に、それらを活用している先
進自治体の事例を記し、読者がより深く改善策
を理解できるように整理されている。既述の通
り、公共施設を取り巻く課題は多くの自治体に
とって共通の課題である。一方、その解決策に
ついてもベストプラクティスとして参考にする

ことが可能である。これらを体系的に整理する
ことで読者がより身近に解決策を考えるきっか
けを作り出すことに本報告書の大きな意義を見
いだすことができる。
　では、そんな本報告書を読み解きながら活用
のヒントを紹介していきたい。

２．公共施設マネジメントの現状について
～第２章多摩・島しょ地域の公共施設の現状
①公共施設の現状と政府の動向
　既述の通り、公共施設は多くの課題を抱えて
いる。加えて、高い確度で人口減少が予想され
ている現状を鑑みれば、施設の必要量は減少す
ることが予想される。従って、限られた予算の
中で残すべき施設を選び出し、それらに対して
のみ限られた予算を投じて改築や耐震補強を
行っていく「選択と集中」が今まさに求められ
ている。
　政府では国が保有する施設・インフラに対し
て『社会資本整備重点計画』を策定し、災害リ
スクの軽減、経済基盤・国際競争力強化等に加
えて、「社会資本の的確な維持管理・更新を行う」
こととしている。また同じく、『インフラ長寿
命化基本計画』では、「安全で強靱なインフラ
システムの構築」と「総合的・一体的なインフ
ラマネジメントの実現」「インフラマネジメン
トにおける官民連携」が謳われている。
②「公共施設等総合管理計画」の動向
　またこれらを受け、総務省は平成26年４月に
各自治体に対し「公共施設等総合管理計画（以
下、「総合管理計画」という。）」の策定を要請
した。本総合管理計画では各自治体が抱える公
共施設の現況把握と将来の見通し、維持管理や
修繕・更新等に要する中長期的な経費の把握及
び、「公共施設等の総合的かつ計画的な管理に
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関する基本的な方針」の策定が盛り込まれている。
　本来的には、公共施設の置かれている状況や
厳しい財政状況を鑑みればこの種の取り組みは
自発的にもっと早く行われてしかるべきであっ
た。しかし、総合管理計画で要請されているよ
うな機能の内、現状把握部分に相当する「公共
施設白書」の作成状況は本調査実施時点で41％
に留まっている。
　また、同様に管理に関する基本的な方針に関
しては策定済が20.5％に留まっていることが本
調査で明らかになった。
　既述の通り、公共施設改革の必要性はすべて
の自治体にとって共通の課題と認識されている
ものと思われるが、個々の自治体によりその実
相は異なる。正しい対策を打つためにはきちん
とした現状把握が必須である。また、現状を把
握したならばきちんとした対策を打っていくこ
ともまた重要である。
　その意味において総合管理計画の策定はとて
も重要なものと言える。これらに関しては総務
省からの要請に基づき昨年度～今年度中に一定
程度の策定が進むものと考えられ、これにより
公共施設の実態が明らかとなり、改革の方向性
が定まっていくことが期待される。
③計画策定時の課題
　なお本調査では計画策定時の課題について整
理されている。現状把握面では、「施設データ
が整理されていない」「コストの把握に時間が
かかる」「利用状況・利用率等の把握に時間が
かかる」等の課題が強く認識されている。
　もっとも、これらの情報は公共施設改革を検
討する際には必須の情報である。把握に一定の
時間がかかるのはやむを得ないところではある
が、丹念に調べていけば充分に把握可能な情報
であり、この機会にきちんと把握したい。
　また、公共施設マネジメントに係る各種計画
の策定における課題としては、「庁内の連携・
合意形成」「具体的な統廃合や再配置の計画策
定」「実施・運用体制の確保」が難しいという
実務面での課題に加え、「必要な財源の確保が
難しい」という根源的な課題も表出してきてい

る（図表35）。
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図表35  公共施設マネジメントに係る各種計画の
　　　　策定における課題 （N＝39 複数回答）
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④住民と施設利用者の公共施設改革の考え方の違い
　公共施設改革を進めていく上で、大きなハー
ドルであり、また理解を得なければならないの
は、なんといっても「住民」と「施設利用者」
である。これをあえて書き分けているのは、行
政サービスの中でも公共施設に関しては利用者
とそれ以外に大きな偏在性があり、公共施設改
革を進める上で考え方が大きく異なることが容
易に予想されるからである。
　本調査によれば、公共施設の利用頻度は住民
全体で均すと週１回程度利用する方が19.3％、
月１回程度を含めても42％と限られている一
方、常時施設を利用している方の48.6％は週１
回程度施設を利用しており「利用する人は利用
する。利用しない人はあまりしない。」という
実態が改めて明らかになった。
　また、財政事情により施設が維持できない場
合の対応に関して、例えば体育館や地域コミュ
ニティ施設の場合、施設利用者の大半は施設の
統合や市外の施設を代替利用できるようにする
対案を示しても反対する意向を示しているのに
対し、住民全体に均すと代替案が示されれば廃
止に賛成する割合が概ね半数を超える様子がみ
られる。
　他方で図書館に関しては住民全体からみて
も、代替案についても反対が上回る場合が多く
なっており、施設によって改廃に対する住民の
受け止め方に大きな違いがあることが明らかと
なっており、改革のアプローチや優先度付けは
施設の性質別に工夫が必要なようだ（図表53）。
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図表53  財政事情により維持できない場合の対応策（図書館）
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　もっとも、筆者がある公共施設改革先進自治
体の担当者に聞いたところでは、利用者は最終
的には代替施設を提供することで納得してもら
えるが、利用しない住民で反対する方はどんな
代替案を示しても納得してもらえず苦労すると
いう話もあった。
　いずれにせよ、住民にとっては公共施設の改
廃はあまり望ましい話ではないことが大前提で
ある。本調査結果を見ると全体的には広報（紙）
等による情報提供と説明会・意見交換会を求め
ている率がいずれも高く、複数のチャネルから
丁寧に情報提供・説明を行っていくことが重要
となるだろう。

３．公共施設マネジメントの課題/解決の方向に
ついて～第３章公共施設マネジメントの方向性
　公共施設改革は非常に難易度の高い行財政改
革のテーマであり、だからこそ着手が遅れてき
たテーマでもある。とは言え既に待ったなしの
状況であり、着手する以上は改革をきちんと具
現化していく必要がある。そのためには首長以
下の強い意識と、それを強力に推進するための
体制の整備、適切な現状把握とそれに基づく計
画の策定、数多ある公共施設改革手法の適切な
活用、そして最大の関門となる利用者・住民へ
の情報提供と合意形成が必要となる。
　首長以下の強い意識が必要なのは、公共施設
改革は施設を所管している部門単位での議論に

終始しがちだが、自治体が保有する施設全体の
中で最適化を図っていく必要があり、そのため
には全庁的な課題共有が必須だからである。
　また、計画策定やその後の実施・運用に関し
ては、専門の部門を設置し集約的に主導するこ
とが効果的なようだ。公共施設改革は専門知識
も一定の予算も必要である。権限と専門知識を
持った職員、予算をある程度集約した公共施設
改革専担部門を設け、強力に推進していく体制
を構築することが重要である。
　そして、最終的には住民や利用者に施設の最
適化の方針を伝え、代替案等を理解、納得して
もらうことで本当の意味で初めて公共施設改革
が具体化していくのである。
　この流れに関して本報告書では、個々の論点
を整理すると共に、代表的な先進事例を合わせ
て紹介している。例えば、「トップ（首長）を
積極的に巻き込んだ、推進力」の項で紹介され
ている浜松市の場合、「資産経営推進会議（企
画/財政部長等から構成）」や、専担組織として
の「資産経営課」の設置により、公共施設改革
を推進できる体制を構築している。
　「維持管理・保全の最適化」の項では、流山
市が保有する33施設の電気やエレベーター等の
保守点検を包括発注することで、スケールメ
リットによるコスト削減効果と、案件の規模が
膨らむことによる民間企業からの提案余地の創
出を実現した事例が紹介されている。
　また、「PPPの活用」の項では単純なPFIの
枠組みを超え、自治体と民間企業との協働事業
として注目を集めている岩手県紫波町の「オ
ガール紫波」の事例等も紹介されている。
　そして最難関となる「利用者・住民への情報
提供と合意形成」では、鎌倉市や習志野市の公
共施設再編・再生計画の策定時に住民向けの説
明会やワークショップを開催し、丁寧に計画策
定を進めた事例等が紹介されている。
　ここで紹介した事例以外にも、多くの先進事
例が紹介されており、公共施設改革を考える読
者にとっては参考になる事例ばかりである。公
共施設改革をめぐる諸論点について頭の整理を
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すると共に、事例と共に咀嚼することでより深
く理解できることだろう。

４．本調査報告書の活用方法
①効率的な報告書の読み方
　ここまで、本報告書の主要なトピックについ
て紹介してきたところである。どれも公共施設
改革を進めていく上で重要なエッセンスを含ん
でいる。とは言え、すべての方が130頁を超え
る本報告書を読むのは時間的な制約があるかも
しれない。そこで、短時間に本報告書の最も濃
いエッセンスを理解する読み方を紹介したい。
　まず、現状を把握するという意味で第２章
p.11～22の多摩・島しょ地域の公共施設の現状
についてざっくり目を通すことで、なぜ今公共
施設改革を進めなければならないか状況がつか
めるだろう。
　その上で第３章（p.46～88）を読み進めるこ
とをお勧めしたい。ここでは既述の通り公共施
設改革を行う際に考えなければならない論点が
順を追って整理されており、これを読み進める
ことで今後何をすべきかを事例も含めて体系的
に理解することができる。
　そして、公共施設改革を本当に進めるのであ
れば、第２章に戻り、p.23～45のアンケート結
果を中心にして構成されている部分を読み、現
状、現場の職員が抱えている課題や、住民・施
設利用者の思考性向について理解を深めること
で、第３章を参考に施設改革を具現化する際の
実効性を高めるための材料とすることができる
だろう。
②特に留意すべきこと
　公共施設改革を進めるためには、適切な現状
把握、実現可能な最適化計画の策定、公共施設
改革・マネジメント手法の理解、いずれも非常
に重要である。
　しかし、もっとも重要なのはきちんと住民の
理解を得ながら公共施設改革を進めていくこと
である。本報告書でもいくつかの事例が紹介さ
れているが、残念ながら「これを実施すれば絶
対に乗り切れる」という魔法の杖ではないこと

に留意が必要である。
　公共施設改革は自治体の置かれている地理的
な状況、現有施設状況、近隣自治体との関係等
によってアプローチの仕方が大きく異なる。他
の自治体でうまくいったからといって、「猿ま
ね」でうまくいく程簡単な改革ではない。特に
住民との合意形成はボタンを掛け違えると、と
んでもない反対を引き出すことになりかねな
い。だからこそ、丁寧な情報提供と合意形成の
方法について各自治体で知恵を絞ることが必要
となるだろう。

５．おわりに
　何度も触れてきたように、公共施設改革は最
難関の行財政改革の一つであり、故に実施が遅
れてきた改革であり、既に待ったなしの状況に
なっていることを肝に銘じる必要がある。他方
で、本報告書で紹介されているように、多くの
自治体で試行錯誤を繰り返しながら改革の具現
化が進みつつあるのは暁光である。公共施設改
革が遅れ気味の自治体は、ぜひそれらを参考に
しながら公共施設改革を進めていって欲しい。
　なお、本報告書以外にも、拙編著「公共施
設が劇的に変わるファシリティマネジメント」

（2012年・学陽書房）等の参考文献も充実して
きており、検討の際には参考にするとより重層
的な検討を行うことができるだろう。
　公共施設改革は単なる施設改革に留まらず、
自治体の財政改革であり、地域のあり方そのも
のにも影響が及ぶ重要な改革である。利害関係
者も反対者も多い改革であるがゆえ、どうして
も逃げ出したくなる改革だが、公共施設は50年
程度使用するものであるため、ここでいい加減
な対応をすると自治体の将来に大きな禍根を残
すことになる。自治体50年の計を立てるものと
認識し、着実に進めていって欲しい。
　なお、本報告書では公共施設を中心に課題が
整理されているが、当然のことながら上下水道・
道路等のインフラも同様の課題を抱えている。
併せて改革が進められる必要があることを付言
して、本稿を終わりたい。
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調査部研究員　石　井　　　史

市町村の事業にアートを活かす

１．はじめに～「アート」は身近にある～
　市町村にとって、アートつまり文化芸術に関
する事業は文化担当部署や文化施設が担当し、
また、その施設の運営は財団等に委託されてい
ることも多いでしょう。したがって、市町村職
員の皆さんが業務でアートに関わる機会は極め
て少ないと思われがちです。個人的にその分野
に興味がある人ならともかく、そうでなければ、
自分の仕事にも生活にもアートは遠いもの、と
思うかもしれません。
　しかしアートは、美術館に展示されているも
のもあれば、街の中に何気なく存在するものも
あります。またアートの中のデザインという側
面に着目すると、ごく身近に溢れていることが

わかります。例えば、橋の欄干にその地域の風
物がデザインされていたり、マンホール等の蓋
に絵が描かれていたりするのを目にしたことは
ありませんか（写真１）。また、業務の中でイ
ベントの宣伝用のチラシを、イラストやロゴ、
色彩などのデザインを工夫して作ったことはあ
りませんか。そして、事業の種類に拘らず、子
どもの絵画作品の募集や展示などを通して事業

へ親しみをもってもらうのは、よく行われる手
法です。このように、身近なところや普段の仕
事に、アートやその一分野といえるデザインが
関係することが多くあります。
　また、住民の作品による「アートフェスティ
バル」というものが広く行われています。「アー
ト」という言葉は必ずしも「アーティストが創
造した作品」のみを指すことなく、近年では、
その作成過程なども含む広い意味で使われてい
ます。アーティストの側から社会に関わろうと
しているという動きとも相まって、アートを通
じた様々な地域活動は、人々の交流を生み出す
成果をあげています。
　そこでこの稿では、アートという言葉を広い
意味でとらえたうえで、アートの多様な場面で
の活用やその効果について紹介します。そして、
市町村の課題や事業にアートをどのように活用
できるのか、その可能性を考えていきます。

２．アートの活用事例とその効果
（１）街の景観づくり
①案内サインでわかりやすさを実現
　街や建築の案内サイン（交通標識や非常口の
表示など）は、目立つべきものは目立ち、一見
してわかりやすく、伝えるべきことを伝えると
いう役割を果たすことが求められます。ここに
デザインというアートの一分野の力が役立って
います。

◀【写真１】
路面の消火栓蓋

（武蔵野市境南町）

　「かゆいところに手が届く！多摩・島しょ自治体お役立ち情報」は、市町村の職員が
日頃の業務で感じている疑問や他の自治体、民間企業などの動向、今さら聞けない行政
用語など、知りたいと考えている事項について自治調査会が調査し、問題点や課題など
を明らかにすることを目的に実施しています。

 かゆいところに手が届く！
― 多摩・島しょ自治体お役立ち情報 ―
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②マンホールの蓋で魅力や情報発信
　足下を見てみると、マンホールの蓋には文字
だけでなく絵が刻印されているものがあること
に気がつきます。電気・ガスなど自治体管理外
のものも多いのですが、下水道のように自治体
管理のものもあります。これらには、その自治
体の木や花、鳥などのシンボルや観光ポイント
などが描かれていることが多いようです。
　このことに興味を持ち、市内のマンホールを
調べて歩いた中学生がいます（平成26年度（第
18回）「多摩市身のまわりの環境地図作品展」）。
必ずしも要るわけではない絵がそこに描かれて
いることによって、地域の魅力や情報を発信し
ているのはもちろん、街のインフラへの興味を
惹くことにもなったのです。
③アート作品で街に面白味を追加
　立川市の「ファーレ立川」地区にある、100
を超える作品群の中には、車止めや換気口など
を作品としたものがあります（写真２～４）。

　これらは、必ずしもアート作品でなくても構
わないものです。しかし、道端の何気ない物体
や「建物の裏側」感を漂わせるものが、アート
になることで、元の機能はそのままでありなが
ら、街の景観への印象が大きく変わります。こ

れが観光資源になることもありますが、たとえ
そうでなくとも、人々が暮らす場の景観を、楽
しいものにしてくれます。筆者がこの地区を訪
れたときも、それぞれのアート作品は、写真を
撮る人、作品のベンチに座る親子連れやカップ
ルなど、人々に楽しまれていました。
④動く壁画で明るい地下通路を実現
　取手市では、地下通路の空きスペースに市民
の作品展示ギャラリーと「動く壁画」発表の場
がつくられました（写真５、６）。

【写真５】▶
通路の壁面に映写

◀【写真６】
　市民の作品展示
　ギャラリー

　駅の東西をつなぐ通路に市民の作品展示ギャ
ラリーが設置され、その横では24時間継続して
様々な、時には市民も登場する映像が壁面に映
写されています。通路のスペースの有効活用と
共に、暗さも逆に活かそうという、アーティス
トの持つ自由で多様な発想の力によるもので
す。

（２）住民参加の喚起
①作家も子どもも共に参加
　福島県会津若松市内で開かれるイベント「あ
いづまちなかアートプロジェクト」では、期間
中、市が所蔵する土地ゆかりの作家の作品を街
の各店舗で身近に鑑賞できます。これは住民が
地元の魅力を再発見し郷土への愛着を育むとい
う効果があります。
　それと並び、「路地裏美術展」では、路地に
ある掲示板に高校生や幼稚園児の作品を掲示し
ています（次ページ写真７）。これを通して、
住民の間では会津というまちに暮らす（暮らし
た）人同士という一体感が生まれると考えられ
ます。

▶【
写
真
２
】
車
止
め

　
「
無
題
」

　

ヴ
ィ
ト
・
ア
コ
ン
チ
（
米
）

◀【写真３】換気口
「最後の買い物」
タン・ダ・ウ

（シンガポール）
※外観

【写真４】▶
※作品内部の換気口
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【写真７】▶
あいづまちなかアート
プロジェクト路地裏美術展

（平成26年10月６日撮影）

②落書きの手法で気軽に参加
　平成26年に八王子市内で「らくがきアート
フェスタin八王子南口～道路でえがこう未来の
八王子～」というイベントが催されました（一
般社団法人八王子青年会議所主催）。これは、
子どもから大人まで、住民が「らくがき」で八
王子の未来・夢を描いたイベントです。
　このイベントの大きな意義は、出来上がった
作品以上に、そこに参加した人々がまちの未来
を考えたその過程にあるのではないでしょう
か。子どもも大人も、このまちがこうあってほ
しいという夢を、落書きする＝落書きアート作
品を作る中で楽しみながら考え、形にしていっ
たのでしょう。このときアート（しかも落書き）
というツールを使ったことで、大変自由な発想
を生み出したと考えられます。これは、まちづ
くりにおける住民参加の一つの手法にもなり得
ます。

（３）施策への理解の促進
　選挙や税のテーマで、小中学生からの絵画作
品の募集・展示をすることがあります。このよ
うな抽象的なテーマを、例えば「選挙＝一枚の
投票用紙が日本列島を支えている」という表現
のように、核心を突き、わかりやすく表した作
品に触れて、なるほどと感心した経験はありま
せんか。
　あるテーマを絵画で表現するために、子ども
たちは、そのテーマを自分なりに解釈しなくて
はなりません。そのための考察の過程で、ただ
教科書などを読むだけよりも本質を理解するこ
とができます。

（４）その他の分野での活用（産業振興等）
①地元産業への支援
　前述の「あいづまちなかアートプロジェクト」
では、「漆の芸術祭」の部門で、地元の産業であ
る漆器の職人と若手アーティストのコラボレー

ションによる作品展示や、見学者が投票できる
コンテストが行われていました。ものづくりの
職人の技とアーティストのデザイン力を結び付
けることの重要性はこれまでにも指摘されてい
ます。ものづくり産業の振興にとってアート・
アーティストの力は大きな支援となり得ます。
　この催しは、形を変えながらも平成26年度で
５回目を迎えました。筆者が展示の場で目撃し
た、老職人と若手アーティストとの間に生まれ
ていた交流は、今後の展開にもつながるものと
期待できます。
②放置自転車の再利用
　東京藝術大学（以下「藝大」といいます。）
取手キャンパスを有する取手市では、「アート
のあるまちづくり」を進めています。その取手
市で実施された「取手リ・サイクリングアート
プロジェクト’99」という事業では、回収され
た放置自転車がアートによって生まれ変わり活
用されました。修理後、藝大の学生たちによっ
て着色された自転車に乗って、取手市内の野外
アート展を見て回るという催しでした。
③落書き防止の壁画作成
　取手市内各所では落書き防止のための壁画
を、アーティストの原画をもとに市民が協働し
て制作しています（壁画プロジェクト）。コンペ
で原画を決定する際には、市民も投票すること
で事業への参加意識を培うこともできました。
　この壁画は毎年増え、現在では10か所を超え
ています。
④高齢者の居場所づくり
　取手市の井野団地では、高齢者の居場所「お
休み処」の運営に、自治会やボランティアと共
にアーティスト・アートNPOも関わる仕組み
がつくられています（井野団地「いこいーの＆
Tappino」）。そこに定期的に通うアーティスト
が住民と共に創作活動を行っており、立ち寄っ
た高齢者をはじめとした多世代が芸術に触れる
ことができます。異世代や「異文化」との交流
によって、高齢者は元気をもらっています。
⑤団地住民の交流促進
　取手市の戸頭団地では、団地にまつわる住民
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のエピソードを募集し、それをもとにした半立
体の壁画を団地の住棟外壁補修にあわせて描く
というプロジェクトを行っています。（戸頭団
地「IN MY GARDEN」、写真８）。これはアーティ
ストと住民が共に完成させていくアートで、こ
の過程で住民同士の交流も生まれています。
⑥空き家再生への手がかり
　④や⑤を含む「アートのある団地」と名付け
られた取り組みから「取手アート不動産」とい
うプロジェクトが派生して誕生しました。そし
て空き家の活用にアートを活かそうという活動
が始まり、民間の力で「空き家活用相談会」な
どを行っています。

３．市町村の事業にアートを活用するヒント
（１）デザインの機能を活用する
　街の道路や建築物、住民が使う各種施設など
に、容易に判別できる表示サインや、移動の動
線への配慮などが備わっていることは、その街
で過ごす人々の居心地の良さのために、必要な

◀【写真８】団地に
　まつわるエピソード
　からできた壁画
　「Book climbing」
　制作：上原耕生氏
　（取手市ホームページ
　から転載）

ことです。このことの実現に、デザインは大き
な力を発揮します。これは、デザインの持つ明
快さが活かされるからです。
　また、住民生活に重要な様々な情報発信が、
自治体の業務には不可欠です。これにも、冒頭
の消火栓蓋のように、一目で伝えるべきことを

　茨城県取手市は「アートのあるまちづくり」を推
進しています。政策推進部に属する文化芸術課文
化芸術振興係が、その業務を担っています。
　取手市のアートに関する取り組みの特徴の一つ
は、市内にある藝大との協力関係です。藝大に制
作を委託した作品や「取手市長賞」授賞作品など
を市内各所に展示しています。また市内小中学校
と藝大との文化交流事業や藝大学生によるミニコ
ンサートなども実施されています。
　もう一つの特徴が、「取手アートプロジェクト
（以下、TAPといいます。）」という市民・藝大・
取手市の三者共同の取り組みです。本文で紹介し
た「取手リ・サイクリングアートプロジェクト
‘99」実施のための実行委員会がその始まりでし
た。現在では「特定非営利活動法人取手アートプ
ロジェクトオフィス」が作られ、長期的な視点で
「アートのある団地」などのプログラムに取り組
んでいます。地域の課題に対し直接の効果を期待
してアートを使うわけではありませんが、新しい
コミュニティづくりなどの波及効果が生まれてい

るということです。
　このTAPの活動に、市はどのように関わって
いるのでしょうか。
　第一に、アートプロジェクトの活動を進めてい
く際に必要となる、施設利用や助成金申請等の
様々な事務手続きを手助けしています。
　第二に、この活動の後ろ盾となっていることを
明確にしています。それにより活動の信頼度を高
め、他の機関や団体との調整ごとにおいて話をス
ムーズに進めます。例えば団地の施設利用や外壁
への壁画制作、壁画プロジェクトでの鉄道施設の
利用や道路の利用許可などで、URやJR、警察へ
の申請や相談などへ同行します。
　市民やアーティストと行政はそれぞれに得意な
分野で活動に貢献するよう役割分担をしていま
す。
　「アートのあるまちづくり」に取り組み、実績
を重ねて、現在では取手市職員の間でアートを課
題解決のためのツールと考える共通認識が定着し
ているということです。

※④⑤⑥は、「取手アートプロジェクト」の事業です。
これについては、下記の【コラム】で触れています。

【コラム】取手市の取り組み
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伝えるデザインの機能を活かせる部分があるは
ずです。
　さらに、アートの存在は、街の施設をより機
能的にしたり、街を味気ないものから美しいも
の、楽しいものへと転換してくれたりする可能
性もあります（写真９～11）。

▶【
写
真
９
】

　

駐
輪
場
の
ネ
オ
ン
サ
イ
ン

　
「
自
転
車
も
ど
き
Ⅵ
」

　

ロ
バ
ー
ト
・

　

ラ
ウ
シ
ェ
ン
バ
ー
グ（
米
）

【写真11】▶
※裏側には地下共同

溝への入口がある

◀【写真10】
　共同溝入口
　「無題」
　リチャード・
　ウィルソン（英）

※一見建物に続く
階段だが、実際
はどこにもつな
がっていない

（２）誰でも参加できるしかけをつくる
　アートは、可愛らしさ、軽快さ、心地よさ、
色彩の美しさや形の単純さ、造形の面白さなど
によって、親しみやすさを備えます。そのよう
なアートは、才能や専門教育の有無にかかわら
ず、誰でもその作り手になったり、作る過程に
加わったりすることができるものです。
　この誰でも参加できる親しみやすさを活用す
ると、一見難しそうな問題の敷居を低くしてく
れる効果があります。前述の落書きなどは、誰
もが参加できることの一例です。住民を対象に

行う様々な事業で、アートをきっかけづくりに
使うことで、例えば親子連れなどが気軽に参加
できるようになります。

（３）作成過程での考察を行政課題につなぐ
　アートを作る過程では、身近な問題について
改めて考えるきっかけを得ることができます。
　あるテーマをアートで表現するには、その
テーマについての考察と自分なりの解釈が必要
になります。アートのこのような性質を活用す
ると、住民の生活に関わる問題すなわち行政の
課題について考えてもらうことができます。前
述の選挙をテーマとした作品の、一枚の投票用
紙が日本列島を支えるという表現は、その性質
をよく表しています。それらの解釈は、作品を
見た人たちにも端的に伝わっていきます。

（４）アーティストの力を原動力にする
　２．（４）の①から⑥の事例は、いずれもアー
ティストの力が発揮され原動力となったもので
した。そして、一見無関係に感じられる福祉や
住民の交流などの地域課題とも結び付けられて
いました。
　アーティストが仕掛ける事柄には、思いもよ
らぬ自由で多様な発想で、マイナスをプラスに
転換したり、新たな切り口で課題の解決のヒン
トをくれたりすることがあります。また、３．
の（１）で挙げた明快さとは逆に、時には作品
や活動の意味や意図が「よくわからない」と感
じることがあるかもしれません。しかし、それ
が故に人の目や意識を向けさせる力になり得ま
す。そしてその疑問は、作り手または作品との
間にコミュニケーションを生じさせてくれます。
　また、アーティストは自分の内面と向き合っ
て作品を創造するだけではなく、社会や公共空
間や地域の人々と向き合う中での創造活動もあ
ります。そのような活動を通して、アーティス
トと住民、そして住民同士の交流が生まれるこ
とがあるのです。
　取手市が、藝大をまちづくりの重要な存在と
し、アートをキーワードとすると決めたことは、
アートとアーティストを地域資源として明確に
位置づけたということです。
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　多摩地域には多くの芸術系の大学・学校があ
り、土地ゆかりのアーティストも多く存在しま
す。そしてアートには絵画や造形美術だけでな
く、音楽、映像や舞台芸術など幅広い分野があ
ります。自治体の施策推進の原動力となってく
れる地域の力を探してみることは重要です。
　アーティストのこのような発想力、行動力と、
人や社会と向き合う姿勢は、行政の課題の解決
に力を貸してくれるものとなり得るでしょう。

４．おわりに
　最後に改めて、市町村が事業にアートを活用
することの意義について考えてみます。

（１）身近な場でアートの表現力を活かせる
　市町村は、言うまでもなく住民の暮らしに最
も密着した自治体です。子どもから高齢者まで
の暮らしの場の隅々に、心配りをすることがで
きるはずです。そのとき、デザインの明快さ
や、アートの遊び心などを意識して活用するこ
とは、居心地の良い街、美しい景観などのまち
づくりに役立ちます。
　とはいえ、これは、実はすでに、意識せずに
活用されている場面が多いと思われます。これ
を明確に意識すると、アートの表現をより効果
的に使うことができるのではないでしょうか。

（２）みんなが楽しめるものであることを活かせる
　アートを作ったり接したりするときに、決ま
り事や正解はありません。それゆえ、子どもで
も誰でも、その人なりにアート作りや活動に参
加することができます。
　そしてアートへの評価は、それぞれの人の、
好きか、面白いか、楽しいかという物差しが基
準です。そのため、属性（老若男女、立場を問
わず）や価値観に拘らず、気に入りさえすれば
参加できます。その結果、アートなしでは出会
うことのなかったであろう人々が出会う可能性
を作ります。

（３）深く考えさせる特質を活かせる
　アートには、気軽に参加できるという側面が
ありました。それと共に、表現を行っていく過
程で自然とものごとへの理解を深めていける

ツールであるという側面があります。
　この二つの面を活用すると、広く住民が身近
な行政の問題を共に考えていく機会を作ること
も可能です。

（４）自由な発想を活かせる役割分担を
　ここまで、様々にアートを活用することにつ
いて述べてきました。そうは言っても、アーティ
ストにはなかなか出会えない、と思われるかも
しれません。
　しかし、アーティストがしてくれていること
を改めて考えてみると、それは自治体だけでは
思いもよらぬ、自由で多様な発想で何かを仕掛
けようとすることでした。この自由な発想や仕
掛けが、自治体の課題への取り組みにちょっと
した転換をもたらしたり、遊び心を加えたり、
人々を巻き込んだりしてくれているのです。
　アートの活用とは、このような自由な発想を
受け止め、すくいあげ、実現しようと支えるこ
とと言い替えることができます。
　これには、行政ならではの制約があることは
確かです。自主性・創造性の尊重のため作品の
内容に深く立ち入ることはできず、公平性の担
保が求められ、限られた予算の中で事業化が困
難なこともあります。
　しかし、うまく活用できれば、それは自由な
発想による住民の活動の活性化や住民と行政と
の協働につながる可能性を秘めているのではな
いでしょうか。住民（またはアーティスト、あ
るいは職員）の自由な発想を活かすため、上手
に役割分担していくことが重要なのです。

　本稿では、遠いものと思われがちなアートが
実は身近なものだということを紹介してきまし
た。そして、アートには様々な実用的効能があ
り、市町村の事業で活用できるものとして、そ
の考え方のヒントを示しました。
　これらを通し、アートを行政の事業に役立て
られる可能性を感じていただけたなら、ぜひ
チャンスを捉え、活用してみてください。いろいろ
な効果が期待できますし、みなさんの仕事に楽
しいスパイスを加えてくれること間違いなしです。
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かゆいところに手が届く！

１．はじめに
　「支出負担行為の伝票の日付が違う。」「支出
負担行為に契約書の添付がない。」
　支出の事務に携わる中で、財務や会計の部門
の職員からこんな指摘を受けたことはありませ
んか。この日常でよく見かける「支出負担行為」
は、予算の執行にあたって必ず行われ、その根
幹をなす重要な手続きです。しかし、その重要
性はなんとなく理解していても、「支出負担行
為」という文字からはその概要をイメージしづ
らく、また、日々の業務に追われる中では、理
解を深める機会が少ないのが現状ではないで
しょうか。
　そこで本稿では、「支出負担行為」について、
定義や意義等を改めて確認したいと思います。

２．「支出負担行為」とは
　まず、「支出負担行為」の定義から確認して
いきます。みなさんは普段、支出の事務を行う
にあたって、「支出負担行為」の伝票を起票し
ていると思います。しかし、「支出負担行為」
とは、この「起票」をすることではありません。
それは、地方自治法（以下「法」という。）の第
232条の３において「支出の原因となるべき契
約その他の行

〰〰〰〰
為」と定義されています。つまり、

物品の購入契約や補助金の交付決定など、「行
為」を指します（具体例については図１を参照）。

図１　「支出負担行為」の例

•物品購入や工事請負等に係る契約行為
•補助金の交付決定
•給与その他給付の支出の決定
•会計間での公金の移管（振替）の決定

「支出負担行為」について
調査部研究員　沓　川　　　剛

いまさら聞けない行政用語

いずれも、「支出の原因」という言葉のとおり、
予算執行の一連の流れの中で、一

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
番初めの行為

となります（図２）。
図２　予算執行（支出手続）の流れ

①　市区町村長が、支出の原因となる行為（図
１）をする（支出負担行為）。

　　　　　↓
②　債務が確定する。※
　　　　　↓
③　市区町村長が、会計管理者に支出の命令を

する（支出命令）。
　　　　　↓
④　会計管理者が、当該支出負担行為が法令又

は予算に違反していないこと等について確
認をする。

　　　　　↓
⑤　会計管理者が債権者に支出をする。

※債務の性質上、確定の前に支出をする例外もあり
ますが、本稿では原則に沿って説明します。

法第232条の３及び第232条の４より作成

３．「支出負担行為」の意義
　また、法第232条の３において、「支出負担行
為」は「法令又は予算の定めるところに従い、
これをしなければならない」とされています。
当たり前に思えるような規定ですが、この意義
を、具体的な例を挙げて見てみます。
　市区町村が事業者と1,000万円の工事請負契
約を締結した場合を考えてみましょう。契約の
後、事業者による工事が無事に完了すれば、当
然、事業者に対価の1,000万円を支払うことと
なります。しかし、いざこの支払の段階になっ
て、実は、当該事業者が工事に必要な資格を有
していなかったという事実が判明したとしま
す。または、当該支出のための予算が確保され
ていなかったとしたら、どうなるでしょうか。
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法的又は予算上の根拠がないことになり、1,000
万円の支払ができなくなってしまいます。
　このようなことから、予算執行の一番初めの
行為である「支出負担行為」（この例では契約
締結）の時点で、法令や予算との適合を確認す
ることが重要であるとわかります。

４．「支出負担行為」で確認すること
　次に、この法第232条の３の規定について、
具体的にどのような点を確認するべきかをみて
いきましょう。図３にて、「法令」と「予算」
に分けて整理します。

図３　法第232条の３の規定の整理

「法令に従い」とは

法律、政令、各地方公共団体の条例及び財務等
に関する規則等との整合を確認すること。

例）
〇契約手続全般について

⇒「地方自治法」、「地方自治法施行令」、
契約の事務等に関する規則

〇支出負担行為に必要な書類について
⇒財務に関する規則

〇金額の算定
⇒「国等の債権債務等の金額の端数計算

に関する法律」
〇支出の相手方の選定、確認について

⇒「暴力団排除条例」

「予算の定めるところに従い」とは
•支出科目が設定されていること。
•支出科目の予算の範囲内であること。
•支出の内容が支出科目の目的に沿うこと。
•金額の妥当性（根拠となる見積書、内訳書等

の金額に過誤等がないか）
•支出の原因となる行為の適時性（今しなくて

はいけないものなのか）
•支出の原因となる行為自体の必要性
　等について検討すること。

　なお、所管の職員が法令の規定に違反して「支
出負担行為」をしたなどの結果、市区町村に損
害を与えたときは、所管の職員に賠償責任（法
第243条の２）が発生する場合があります。「支
出負担行為」について、遵法意識と緊張感をもっ
た執行が要請されているものです。

コラム【支出負担行為の実務上の注意点】
（図２と照らしながらご覧ください。）

１．支出負担行為として整理する時期
　支出に係る一連の手続きの中で、どの行
為のとき

3 3

を「支出負担行為」（図２の①）の
とき
3 3

として捉えるかは、支出の内容によっ
て異なり、多岐にわたります。
例）
・補助金の支出
　⇒交付の決定をするとき
・公有財産（土地等）の購入に係る支出
　⇒契約を締結するとき

〘
⎜
⎜
⎜
⎜
〘

〘
⎜
⎜
⎜
⎜
〘

　したがって、通常は、各市区町村におい
て、財務に関する規則（「支出負担行為手続
規則」「予算事務規則」等）にて、その整理
時期の区分が定められています。「支出負担
行為」の伝票の日付を間違えてしまうといっ
たことを減らすためにも、必ず読むべきも
のです。
　また、出納整理期間＊において、新たに前
年度分の「支出負担行為」を行うことは認
められていません（法第208条、法第235条
の５）。

（＊前年度における図２の③以降の未整理事項を整理す
るための期間）

２．「支出負担行為兼支出命令」の使用
　本来まったく異なるふたつの行為（図２
の①と③）を兼

3

ねて行えるという点で便利
な運用方法ですが、注意が必要です。その
使用は、支出すべき金額が図２の③の段階
まで至らないと確定しないもの等（光熱水
費の支払等）に限定されるべきものです。

５．おわりに
　公金の支出については、厳正かつ確実な処理
が求められています。それを確保するためには、
支出の手続きの一番初めとなる「支出負担行
為」が、極めて重要な意味を持ちます。「支出
負担行為」に重大な瑕疵があるとすると、その
後に続く手続きにまで影響が及んでしまうから
です。しかし逆にいえば、「支出負担行為」の
段階で、法的又は予算上の統制がなされていれ
ば、その後の手続きは総じて大きな問題はなく
進んでいくものです。
　「支出負担行為」を、単なる形式的な手続き
とは捉えず、その法意と法益を常に意識し執り
行うことが大切です。



　今号では、昨年度事業の成果をいくつか紹介しました。一方で、来年度の調査研究テーマの募
集も行っています。一見、気が早いようですが、テーマ選定時には「報告書発行以後に役立つか？」

「当調査会ならではの調査となるか？」など時代の先読みを含む様々な検討が必要です。
　当調査会は25年度に空き家問題に関する調査研究を行いましたが、今年５月の特別措置法の全
面施行により、お問い合わせをいただく機会も再び多くなりました。将来の課題解決に資する調
査研究のため、今後も社会情勢の分析や市町村の皆様のニーズの認識に努めていきます。

（Ｔ・Ｈ）
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再生紙を使用しています

　当調査会の調査研究の成果を各市町村の皆様の業務に活用していただくため、「出張フォーラ
ム」を実施しています。当調査会の研究員が各市町村に伺い、調査研究の内容についてプレゼン
テーションを行います。実施を希望される場合には、下記の要領によりお申込みください。

•テ　ー　マ：７～11頁で紹介した調査研究から選択してください。
•実 施 期 間：平成27年10月31日まで
•申込み方法：「申込書」を当調査会へお送りください。「申込書」は、４月13日付で各市町村

の企画担当課にお送りしています。また、当調査会のホームページからもダウ
ンロードできます。

•申込み期限：実施希望日の３週間前
※その他詳細については、当調査会のホームページをご覧ください。

　当調査会は、来年度の調査研究テーマの選定の参考とするため、各市町村に対して平成28年度
調査研究テーマ要望の調査を７月末まで実施しています。
　調査票等は７月１日付で多摩・島しょ地域市町村の企画担当課へお送りしておりますので、ぜ
ひ多くのテーマ要望をお寄せください。
　テーマ募集とあわせて、調査研究報告書の活用状況に関するアンケート調査も実施しています。
アンケートの結果については本紙11月号で報告します。

平成26年度　調査研究「出張フォーラム」の募集

平成28年度　調査研究テーマの募集


